
【先－30】 官民連携による地域の実情に即した津波避難のあり方検討調査

（対象箇所：高知県黒潮町）
【実施主体】高知県

目的

①
平成25年度

施設の概要目的

高知県幡多郡黒潮町は、内閣府が公表した南海トラ

フ巨大地震による津波高想定において、全国最大とな

る３４ｍの津波の襲来が想定されている。同町では、沿

対策事業の概要 ：

【地域住民・来訪者避難を支援】
●津波避難施設：４基

事業対象
（道路）

避難所

岸部に多くの住民が居住しており、人的被害の軽減に

は迅速な避難が不可欠あるが、近隣に避難場所が無

いエリアが存在し、また、高齢者が多いといった地域特

性もあり、徒歩による避難だけでは限界がある。

このような状況の中 本調査では 同町大方地区にお

⇒避難タワー型：平常時に民間
利用想定

⇒事業費：約16億円

【防災公園へのアクセス道路】
●新規アクセス道路 約1 5k

事業対象
（避難施設）

結論

このような状況の中、本調査では、同町大方地区にお

いて、避難路整備等の津波避難施設の整備・維持管理

等に関するに官民連携手法について検討する。

●新規アクセス道路：約1.5km
⇒事業費：約10億円

西南大規模公園 主な避難経路
道路閉塞が想定される道路

津波避難施設の整備

目次 結論

１．業務概要
２．黒潮町における津波被害想定と避難に関する現状
３．実情に即した津波避難のあり方の調査・分析

１．津波避難上の課題から導き出した津波避難対策の対応方針

 津波避難上の課題 対応方針

官民連携の適用
に求める効果

・早期整備実現のた

大方地区における津波避難上の課題に対する対応方針を以下に示す。

これまでの経緯

４．官民連携事業実施の検討

■平成24年3月 内閣府による 南海トラフの巨大地震

○地域内の道路が狭小な上、電柱や家
屋倒壊の可能性がある中で、避難路と
して機能しない可能性がある。 

○自力で避難できない住民の避難手段の
一つとして車避難が想定されている。しか
し、地域内に車が通行できる可能性の
ある道路は極めて少な

①南北方向における幹線道路の整備 
・津波避難路としての機能 
・地域内道路網（南北ライン）の充実 
・町新庁舎へのアクセス機能（避難所と
しても機能する防災公園へのアクセス） 

め、官民連携手法
の適用を検討

・急務となる来訪者
への津波避難対策
を地域活性化にも■平成24年3月 内閣府による、南海トラフの巨大地震

の震度分布・津波高の公表

■平成25年 黒潮町において、ハード対策（避難道
路や避難タワー）の整備を検討中

■平成25年 同の全４千６百世帯を対象に、世帯ご
との避難場所や避難経路を整理した

津波避難上の課題 

ある道路は極めて少ない。

○徒歩避難者と車避難者が混在すること
により、避難行動の妨げとなる可能性が
ある。 

○来訪者については、ほとんどが車での避
難となることが想定され、地域住民との

対応方針 

②多目的津波避難タワーの整備 
・展望台やトイレなど、避難スペース以
外の機能を併せ持つタワー整備 

・来訪者（サーファーや公園利用者）のた
めのｺｲﾝｼｬﾜｰや多目的スペースなどの
民間利用施設の併設 

を地域活性化にも
利用する事業の展
開

・駐車場等のサービ
ス施設提供・有料
化等により、集客
や避難施設の維持との避難場所や避難経路を整理した

「避難カルテ」を作成中
■平成25年12月 地域住民、国（中村河川国道）、高知

県、黒潮町、学識経験者による検討
会の設立

難となることが想定され、地域住民との
錯綜、混雑が想定される。 

③津波避難のルールづくり 
・車避難対象者・対象地域の検討 
・避難経路の検討 
・乗り合いなど、避難時のルール 

○現在計画されている津波避難タワーに
は、避難スペースのみであり、長期間の
避難には適さない。 

や避難施設の維持
管理費削減などの
効果が期待できる
ため、官民連携手
法を適用



②【先－30】 官民連携による地域の実情に即した津波避難のあり方検討調査

（対象箇所：高知県黒潮町）
【実施主体】高知県

平成25年度

結論（続き）
２ 本事業における官民連携事業手法の検討 以下の３つの手法から 今後実施する事業スキームを選定する予定２．本事業における官民連携事業手法の検討 以下の３つの手法から、今後実施する事業スキ ムを選定する予定

第１事業スキーム案（ＰＦＩ） 第２事業スキーム案（ＤＢＯ） 第３事業スキーム案（指定管理/包括委託）

施設整備もまとめて事業者に発注 道路管理を事業者に発注（従来型の手法で実施）

事業

スキーム
概要

・ＰＦＩ方式で津波避難施設等の設計から維持管理・運
営までを一括で発注

・DBO方式で設計から維持管理・運営までを一括で発
注

・公の施設である避難施設、道路の管理を指定管理
者に委任、又は民間事業者に包括的に委託

特徴
営までを 括で発注

・避難施設の維持管理とともに、空間スペースを民間
に貸し出すことで、平常時の民間の収益事業を即し、
収益事業を展開

注
・避難施設の維持管理とともに、空間スペースを民間
に貸し出すことで、平常時の民間の収益事業を即し、
収益事業を展開

者に委任、又は民間事業者に包括的に委託
・平常時の民間の収益事業展開により得られた資金
がある場合には、避難施設の管理のサービス対価と
して充当

メリット

・整備段階からの参画により、効率的な維持管理や施
設の民間活用を想定した柔軟な整備が実現可能

・公共は支払が平準化されるため、事業実施しやすい

・指定管理／包括委託に比べ、整備段階からの参画
により、維持管理を含めた効率化が可能

・指定管理期間／維持管理契約期間が短く、民間企
業の参入障壁は低くなる。維持管理発注事例も多い

公共は支払が平準化されるため、事業実施しやすい

デメリット
・他の方式に比べ、事業までの手続きが煩雑で提案
にも手間がかかり、地元企業への参入障壁が高い

・設計・施工、運営段階における金融機関によるモニ
タリング機能が働かない

・建設と管理を別に実施するため、維持管理の効率化
の余地は小さい。

適用課題
・詳細な検討により、SPCの設立および運営及び資金
調達に関わるコストと事業費を比較し、SPCを設立し
ないでJV等による形態の検討も実施

・事業モニタリングの適切な実施
・地域事業者の参入可能性の詳細検討

・事業モニタリングの適切な実施
・事業規模の適正化と効果の検討

事業化に向けた今後の展望

今後の課題と対応項目 今後のスケジュール

ないでJV等による形態の検討も実施

１．津波避難計画の見直し ・カルテ更新等による避難計画見直し、地区防災計画作成と避難訓練 平成26年度以降継続実施

２．津波避難施設・アクセス道路の整備・維持
管理に関する官民連携手法の導入可能性
の検証

・津波避難施設の事業規模・内容の具体化
・アクセス道路の事業規模・事業主体・内容の具体化
・官民連携手法の導入可能性に向けた検証

平成26年度以降継続実施


